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株 主 各 位
愛知県愛知郡東郷町諸輪北山158番地89

代表取締役社長 大 塚  樹

臨時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげ
ます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　　https://www.c-mics.com

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総

会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＭＩ

ＣＳ化学」又は「コード」に当社証券コード「7899」を入力・検索し、「基本

情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会

招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって

議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討

のうえ、2023年12月26日（火曜日）午後５時45分までに議決権を行使してくださ

いますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2023年12月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市千種区覚王山通八丁目18番地

ホテル　ルブラ王山　２階「金鯱」
（末尾の「株主総会会場のご案内図」をご参照くださいます
ようお願い申しあげます。）

３．目 的 事 項
決 議 事 項

議　　案 当社と中本パックス株式会社との株式交換契約承認の件
４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書用紙におい
て、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。

記

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書

用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイ

ト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたし

ます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事

項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、中本パッ

クス株式会社の定款及び最終事業年度に係る計算書類等は、法令及び当社定款第14

条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
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行使期限

2023年12月26日（火曜日）午後５時45分到着分まで

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に賛否を
ご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送くださ
い。

行使期限

2023年12月26日（火曜日）午後５時45分まで

当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただ
き、行使期限までに賛否をご送信ください。詳細につきまして
は、次頁をご覧ください。

議決権行使ウェブサイト：https://www.web54.net

株主総会日時

2023年12月27日（水曜日）午前10時開催
（受付開始は午前９時を予定しております）

当日ご出席の際は、お手数ながら、本招集ご通知とあわせてお
送りする議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。
株主総会当日は、こちらの「招集ご通知」をお持ちください。

議決権行使方法のご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。後記の株主総会参考
書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

①書面（郵送）にて行使される場合

②インターネットにより行使される場合

③株主総会にご出席される場合

書面（郵送）とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、
インターネットによる議決権行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。
なお、インターネットによる方法で複数回数議決権行使をされた場合は、最後の
行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使について

ＱＲコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力する
ことなく議決権行使ウェブサイトにログインす
ることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。

２

「スマート行使」での議決権行使は
１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手
数ですがＰＣ向けサイトへアクセスし、議決権行
使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パス
ワード」を入力してログイン、再度議決権行使を
お願いいたします。
※‌�ＱＲコードを再度読み取っていただくと、ＰＣ
向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のＱＲコード
を読み取ってください。

１

※�「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの
登録商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてく
ださい。

１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。

４

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　9：00～21：00）
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株主総会参考書類

議　　案　当社と中本パックス株式会社との株式交換契約承認の件

当社は、2023年10月17日開催の取締役会において、中本パックス株式会社

（以下「中本パックス」といいます。）を株式交換完全親会社、当社を株式

交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行う

ことを決議し、同日付けで中本パックスとの間で本株式交換に関する契約

（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結いたしました。

つきましては、本株式交換のご承認をお願いいたします。

本株式交換契約は、本株式交換に係る臨時株主総会(以下「本臨時株主総

会」といいます。)において、本株式交換契約の承認を受けた上で、中本パ

ックスにおいては、会社法(平成17年法律第86号。その後の改正を含みま

す。以下同じです。)第796条第２項本文の規定に基づく簡易株式交換の手続

により株主総会の承認を受けずに、2024年２月１日を本株式交換がその効力

を生ずる日（以下「効力発生日といいます。）として行う予定です。

本株式交換を行う理由、本株式交換契約の内容その他本議案に関する事項

は、以下のとおりです。

１．株式交換を行う理由

当社は、1971年４月に株式会社丸寅商店（現株式会社マルトラ本社）から

合成樹脂製品の製造、加工及び化成品の販売部門が分社独立することで、オ

ザキ軽化学株式会社として設立されました。その後、1994年５月に社団法人

日本証券業協会（以下「日本証券業協会」といいます。）に店頭登録、2004

年12月に日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券

取引所に上場しました。また、2006年３月に盛田エンタプライズ株式会社

（以下「盛田エンタプライズ」といいます。）が公開買付けにより、当社の

筆頭株主になりました。その後、2008年11月に商号をＭＩＣＳ化学株式会社

に変更しました。また、2010年10月に、株式会社大阪証券取引所（以下「大

阪証券取引所」といいます。）のヘラクレス市場、ＪＡＳＤＡＱ市場及びＮ

ＥＯ市場の各市場の統合に伴い大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）に上場しました。その後、2010年10月にエイワファインプロセシング株
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式会社の全株式を取得し、連結子会社化を行いました。また、2013年７月

に、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）との

現物市場の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上

場、2022年４月の東京証券取引所における新市場区分への移行を経て、本日

現在、東京証券取引所スタンダード市場に上場しております。当社グループ

（当社及び当社の連結子会社１社で構成される企業グループをいいます。）

は、「当社は高機能チューブフィルムの先駆者として、製品の開発、生産及

び販売を通して、社会の期待に応え、その発展に貢献します。そのプロセス

においては、常に優れた品質、納期、価格を追求し、創造性豊かな商品によ

り、お客様に満足感を提供します。そして社員とその家族が幸福となり、社

の繁栄を導くことで、永遠に成長を続けます。」を経営ビジョンに、プラス

チックフィルム製造事業を展開しております。

当社が製造するプラスチックフィルムにつきましては、ポリエチレンやナ

イロン等の樹脂原料を主原料としておりますが、樹脂原料の価格の高止ま

り、物流費や光熱費等の上昇等で厳しい状況が続くことが懸念されます。ま

た、コロナ禍を経て生活様式が変化する中で、食品冷凍包装の進化など包装

技術の高まりに対し付加価値の高い製品を投入していくこと、従来からの販

売方法を見直して無駄のない効率的な形態に変革していくこと、材料費や物

流費などのコスト削減策を実施することなどで、収益構造の転換を図り、中

長期的な成長と企業価値の向上を図っております。

一方、中本パックスは、1941年５月、紙販売を目的として台湾にて高広商

会が創業された後、台湾より創業者の中本實氏が帰国し、1950年10月、大阪

市南区（現在の大阪市中央区）に株式会社山本洋紙店（1951年10月に株式会

社中本洋紙店に商号変更）が設立され、1955年頃からの大手乳業メーカー等

との取引拡大を契機に、洋紙販売から紙加工及びグラビア印刷業への業種転

換が進む中、旧株式会社中本洋紙店（1972年５月に株式会社中本（大阪市天

王寺区）に商号変更）グループの一員として、現在の中本パックスの前身で

ある関東中本印刷株式会社（1991年12月に中本パックス株式会社に商号変更

し、2005年に株式会社中本（注１）を吸収合併）が設立されたことに始まる

とのことです。その後、中本パックスは、2016年３月に東京証券取引所市場

第二部に上場、2017年９月に東京証券取引所市場第一部指定、また、2022年

４月の東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所プライム
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市場へ移行しているとのことです。なお、中本パックスは、2023年10月20日

より東京証券取引所スタンダード市場に移行しているとのことです。2023年

５月31日現在、中本パックスグループ（中本パックス及び中本パックスの連

結子会社15社で構成される企業グループをいいます。）は、食品関連、Ｉ

Ｔ・工業材関連、医療・医薬関連、建材関連、生活資材関連等の用途向け

に、国内外の工場において印刷加工（グラビア加工）、コーティング加工、

ラミネート加工及び成型加工による製品の製造・販売を主な事業としている

とのことです。なお、中本パックスは、2023年10月18日から2023年11月15日

まで、当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付

け（以下「本公開買付け」といい、本株式交換と本公開買付けを総称して以

下「本取引」といいます。）を実施しました。その結果、中本パックスは、

当社株式2,608,000株（議決権保有比率（注２）：49.45％）を所有しており

ます。

（注１）同社と、現在の中本パックスの大株主の株式会社中本は別会社であ

り、現在の中本パックスの大株主の株式会社中本は2014年に中本

パックスの創業家の資産管理会社として設立されたとのことで

す。

（注２）「議決権保有比率」とは、当社が2023年７月28日に提出した「第54

期有価証券報告書」に記載された2023年４月30日時点の議決権個

数（52,661個）をもとに当社が2023年８月24日に公表した「譲渡

制限付株式報酬としての自己株式の処分に関するお知らせ」に記

載された2023年９月15日付で自己株式数（8,271株）を処分したこ

とによって増加した議決権個数（84個）を加算した議決権個数

（52,745個）に占める割合（なお、小数点以下第三位を四捨五入

しております。以下、議決権保有比率について同じです。）で

す。

盛田エンタプライズによれば、盛田エンタプライズは、2022年11月中旬か

ら、当社が厳しい業界動向の中で、事業を維持・拡大していくためには、事

業シナジーを発揮することが見込めるパートナーの下で、当社の事業基盤を

強化することが当社にとって最良の選択肢であると考え、当社の事業成長に

寄与するパートナーへ当社株式を売却することの検討を開始したとのことで
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す。その後、当社は、2022年11月下旬に、盛田エンタプライズより、当社株

式を売却するための検討を開始した旨の連絡を受けました。これを踏まえ

て、当社は、当社の企業価値の向上と株主利益の最大化を図ることを目的と

して、盛田エンタプライズによる当社株式の売却に関する検討を開始し、売

却プロセス、想定される取引ストラクチャー及び候補先等に関して慎重に検

討を行い、また盛田エンタプライズとも協議を行いました。そして、当社と

しても、当社の盛田エンタプライズに対する事業運営上の依存度は限定的で

あり、盛田エンタプライズによる当社株式の売却にあたって当社事業に大き

な影響を及ぼすようなマイナス効果は見込まれないことから、盛田エンタプ

ライズが所有する当社株式を当社の事業成長に寄与するパートナーへ売却す

ることが、当社の企業価値の向上と株主利益の最大化に繋がると考えまし

た。その結果、当社は、盛田エンタプライズによる当社株式の売却に関して

了承し、2022年12月中旬に、盛田エンタプライズ及び当社は、当社の事業の

成長に寄与し、当社の事業に強い興味を持つと考えられるパートナーを選定

することが望ましいとの結論に至りました。また、盛田エンタプライズ及び

当社は、当社として望ましいパートナーを選定するために、今後のプロセ

ス、想定される取引ストラクチャー及び候補先等については、当社の意向を

優先して検討することについて合意しました。

そして、当社は、盛田エンタプライズによる当社株式の売却にあたって、

取引先金融機関に今後のプロセス、想定される取引ストラクチャー及び候補

先等についての相談をしました。

取引先金融機関との協議を踏まえて、2023年１月中旬より、当社を取り巻

く環境の変化に対応しながら、当社の中長期的な企業価値向上を実現させる

ことができる候補先の検討を開始し、当社の事業に興味を持つと考えられる

複数の候補先に対して、盛田エンタプライズが所有する当社株式の売却に関

して打診を行い、またこれに伴う当社の今後の更なる成長を実現させるため

のパートナーとしての、当社への資本参加についての関心の有無の確認を目

的とした面談及び協議を、各候補先との間で開始しました。その結果、中本

パックスを含む複数の候補先が関心を示しました。

複数の候補先からの関心がある旨が確認できたことを踏まえて、当社は、

本取引の公正性を担保すべく、2023年４月上旬、盛田エンタプライズ及び当

社から独立したファイナンシャル・アドバイザーとしてＳＭＢＣ日興証券株
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式会社（以下「ＳＭＢＣ日興証券」といいます。）を選任することを決め、

企業価値の向上と株主利益の最大化を図ることを目的として、盛田エンタプ

ライズによる当社株式売却のプロセスに関する協議を開始しました。なお、

ＳＭＢＣ日興証券は、盛田エンタプライズ及び当社に対して通常の銀行取引

を行っている株式会社三井住友銀行（以下「ＳＭＢＣ」といいます。）と同

じ株式会社三井住友フィナンシャルグループのグループ企業の一員でありま

すが、当社は、ＳＭＢＣ日興証券のファイナンシャル・アドバイザーとして

の実績に鑑み、かつ、弊害防止措置としてＳＭＢＣ日興証券におけるアドバ

イザリー業務を提供する部署とその他の部署及びＳＭＢＣとの間で所定の情

報遮断措置が講じられていること、当社とＳＭＢＣ日興証券は一般取引先と

同様の取引条件での取引を実施しているため、また、盛田エンタプライズと

ＳＭＢＣ日興証券との取引はないため、ファイナンシャル・アドバイザーと

しての独立性が確保されていること並びにＳＭＢＣ日興証券は盛田エンタプ

ライズ及び当社の関連当事者には該当しないことも踏まえた上で、ＳＭＢＣ

日興証券をファイナンシャル・アドバイザーに選任しております。

この協議を踏まえて、当社は、当社の企業価値の向上に資するパートナー

を検証するとともに、少数株主保護の観点から、少数株主にできるだけ有利

な条件での取引を実現したいことから、株式売却のプロセスとしては入札手

続を通じて買付者を選定することに決めました。また、当社は、2023年４月

下旬、盛田エンタプライズ及び当社から独立したリーガル・アドバイザーと

して西村あさひ法律事務所（現：西村あさひ法律事務所・外国法共同事業。

以下「西村あさひ法律事務所」といいます。）を選任することを決めまし

た。そして、当社は中本パックスを含む候補先である国内事業会社３社に対

して、2023年５月中旬、当社の今後の更なる成長を実現させるためのパート

ナー選定に関する第一次入札プロセス（以下「本第一次入札プロセス」とい

います。）に招聘する意向であることを通知し、パートナーの選定手続の概

要の説明並びに取引の意義、目的、ストラクチャー、本公開買付けに係る買

付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）等を記載した意向提

案書の提出の要請をするとともに、当社の財務情報等の開示を行いました。

また、当社は、候補先から当社株式価値に関する提案を受領する予定であっ

たことから、2024年４月期から2028年４月期までの５期分の当社の事業計画

（以下「当社事業計画」といいます。）を作成し、候補先に開示を行い、中
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本パックスを含む候補先と当社とのシナジー創出の分析及びスキームに関す

る協議を複数回行いました。

一方、中本パックスとしては、中本パックスの企業価値向上につながるＭ

＆Ａ施策として、中本パックスのコア技術であるグラビア印刷・ラミネート

加工の上流工程と下流工程にあたるプラスチックフィルム製造業や製袋業を

行っている企業の買収を模索していたところ、2023年５月中旬、本第一次入

札プロセスの案内をＳＭＢＣ日興証券より受領したことから本第一次入札プ

ロセスに参加し、当社株式の取得についての検討を開始したとのことです。

かかる検討の中で、中本パックスとしては、当社を完全子会社化及び非公開

化することで、販売・仕入・製造の効率化、製品開発力の向上等によるシナ

ジーが見込まれ、また、関連人員の再配置による最適化・合理化等の効果が

期待できると考えるに至ったとのことです。また、中本パックスは、本第一

次入札プロセスの案内を受領した際にＳＭＢＣ日興証券経由より、盛田エン

タプライズとしては、盛田エンタプライズが所有する当社株式については現

金対価での株式譲渡及び2023年内での譲渡完了を希望している旨の案内を受

け、また、当社株式の全ての取得の方法については、現金対価の公開買付け

ではなく、株式交換を組み合わせることにより、本取引後における中本パッ

クスグループ及び当社グループ間でのシナジーの発現等に向けた成長投資に

資金を確保する等の手法も考えられる旨の説明を受けたとのことです。上記

の盛田エンタプライズの希望に加え、中本パックスにおける資本政策に鑑み

た本取引全体における当社株式の取得対価の検討や、当社の少数株主の皆様

に対しては、中本パックスの普通株式（以下「中本パックス株式」といいま

す。）を交付することにより、中本パックス株式の所有を通じて、本株式交

換後に期待されるシナジー効果や、シナジー効果の発現による中本パックス

の事業発展・収益拡大、その結果としての中本パックス株式の株価上昇の利

益等を享受する機会を提供できること、東京証券取引所プライム市場（注

３）に上場する中本パックス株式を市場で取引することで随時現金化するこ

とも可能であることを踏まえ、ＳＭＢＣ日興証券と協議した結果、中本パッ

クスとしては、当社を完全子会社化するためのスキームとして、本公開買付

けによる現金を対価とした盛田エンタプライズからの当社株式取得及び本株

式交換による中本パックス株式を対価とした当社の少数株主からの当社株式

取得の組み合わせを提案することを判断したとのことです。そして、当社
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は、中本パックスより、2023年７月11日に、（ⅰ）盛田エンタプライズを含

む当社の株主が所有する当社株式を対象とした本公開買付けを実施するこ

と、（ⅱ）当社を株式交換完全子会社、中本パックスを株式交換完全親会社

とすることを目的とした本株式交換に係る手続を経て、当社を完全子会社化

すること、（ⅲ）本公開買付価格を、当社株式の株価水準等を総合的に勘案

し、350円（2023年７月10日時点の当社株式の終値426円に対して17.84％の

ディスカウント）とする意向表明書（以下「本第一次意向表明書」といいま

す。）の提出を受けました。なお、中本パックスより、本第一次意向表明書

において、本株式交換に係る株式交換比率を提示されておりません。

（注３）当該検討時点において中本パックス株式は、東京証券取引所プライ

ム市場に上場しておりましたが、中本パックスが2023年９月14日

に公表した「プライム市場の上場維持への適合に向けた計画に基

づく進捗状況（変更）及びスタンダード市場への選択申請及び適

合状況に関するお知らせ」に記載のとおり、2023年10月20日より

東京証券取引所スタンダード市場へ移行しております。以下同じ

です。

これに対し、当社は、本第一次意向表明書に関して、本取引実行後に中本

パックスをパートナーとすることが当社の企業価値の向上に繋がると判断す

るための追加の検討材料として、2023年７月中旬、中本パックスに対し、当

社との本取引実行後のシナジーについてより詳細に記載した補足資料の提出

を求めました。その後、2023年７月中旬に、中本パックスより、（ⅰ）中本

パックスの主力事業である食品関連の取引先や、ホームセンター、100円シ

ョップ及びオンラインショップへの当社の製品の拡販により、販売量の増加

に伴う当社の設備稼働率の向上による原価低減が見込まれ、価格競争力が高

まることによる販売量の更なる増加という好循環が生まれること、（ⅱ）生

分解性樹脂等を使用した環境対応製品の開発及びテーマを中本パックスと当

社が共有することにより、これまで中本パックスが取り組むことができなか

った環境対応製品の開発案件を立ち上げることができること、(ⅲ)中本パッ

クスと当社がグループ会社として同じ経営方針のもとで新製品の開発・製

造・販売に取り組むことにより、新製品の市場投入のタイミングを早期化す

ることで、中本パックス及び当社の双方の顧客満足度を向上させることがで
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きること、（ⅳ）当社を完全子会社化することにより、中本パックスと当社

の情報管理基準が統一され、外部業者を利用して開発を行う場合における情

報漏洩リスクを低減することができることで、当該リスクを懸念する中本パ

ックスの顧客からの受注の増加が期待でき、また、当社の保有設備を中本パ

ックスの製品の製造に利用することにより、当社における設備稼働率の向上

も期待でき、製造改善ノウハウの共有による製造コストの削減及び生産効率

の向上も見込まれること、更には、(ⅴ)事業所の統廃合により、人材交流を

通じた営業人員の相互レベルアップ、賃借物件に係る賃料の削減、原材料及

び副材料の共同購入による原材料コストの削減が可能となり、中本パックス

と当社の双方においてメリットを享受することが可能と考える旨を記載した

本第一次意向表明書の補足資料（以下「本第一次意向表明補足資料」といい

ます。）の提出を受けました。なお、中本パックスは、中本パックスと当社

の間において、類似・同種の製品による競合の可能性や、販売先及び仕入先

を含む主要な取引先の競合の有無といった、本取引の結果として生じる可能

性のある悪影響についても慎重に検討したが、そのような製品や取引先とし

て該当するものはなく、本取引を実施することによって両社に重大な悪影響

が発生することはないと判断したとのことです。

当社は、本第一次意向表明書及び本第一次意向表明補足資料の受領に伴

い、当社の筆頭株主である盛田エンタプライズが、盛田エンタプライズの所

有する当社株式をパートナーとして選定されるいずれかの候補先に対して売

却する場合には、その取引実施に関して、盛田エンタプライズと当社の少数

株主の利害が必ずしも一致しない可能性があること等を踏まえ、本取引に関

する当社の意思決定に慎重を期し、当社取締役会の意思決定過程における恣

意性及び利益相反のおそれを排除し、その公正性を担保することを目的とし

て、2023年７月21日、当社取締役会において、盛田エンタプライズから独立

した社外取締役によって構成される特別委員会（以下「本特別委員会」とい

います。）を設置することを決定しました。また、当社取締役会は、本特別

委員会の設置の決定に際し、本特別委員会に対し、（ⅰ）本取引の目的の合

理性（本取引が当社の企業価値向上に資するかを含む。）に関する事項、

（ⅱ）本取引の取引条件の公正性・妥当性に関する事項、（ⅲ）本取引に係

る手続の公正性に関する事項、（ⅳ）本取引を行うことが当社の少数株主に

とって不利益なものでないかに関する事項等（以下「本諮問事項」といいま
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す。）について諮問しました（なお、その後、本取引のスキームが当事者間

で合意されたことを受けて、2023年10月５日の本特別委員会において、当社

は本特別委員会に対して、ＳＭＢＣ日興証券及び西村あさひ法律事務所を通

じて、諮問の対象となる本取引の内容を明確化しております。）。更に、当

社取締役会は、本特別委員会の意見を最大限尊重して本取引に関する決定を

行うものとし、本特別委員会が本取引について妥当でないと判断した場合に

は、本取引を行う旨の意思決定を行わないことを併せて決議しております。

本特別委員会の委員の構成、その他の具体的な諮問事項等については、下記

「３．交換対価の相当性に関する事項」の「（３）公正性を担保するための

措置（利益相反を回避するための措置を含む。）」の「① 当社における独

立した特別委員会の設置及び答申書の取得」をご参照ください。

その後、当社は、中本パックスから提示された本第一次意向表明書及び本

第一次意向表明補足資料を盛田エンタプライズに共有の上、盛田エンタプラ

イズと本公開買付価格及び中本パックスが当社の事業成長に寄与するパート

ナーとして妥当であるかについて慎重に協議を行いました。そして、2023年

７月下旬、当社は、盛田エンタプライズより、中本パックスが提示した本公

開買付価格が、2023年７月26日までの直近12ヶ月間の終値の単純平均値350

円（小数点以下四捨五入。以下、終値の単純平均値において同じです。）を

参考とした価格であったこと、当社にとって事業シナジーを発揮することが

見込めるパートナーの下で、当社の事業基盤を強化することが当社にとって

最良の選択肢であったことを踏まえ、本公開買付価格を含めた当該協議内容

に関して応諾する旨の連絡を受けました。一方で、当社としても、中本パッ

クスから提示された本第一次意向表明書及び本第一次意向表明補足資料の内

容について慎重に検討を行い、本特別委員会と協議の上、中本パックスが想

定している中本パックスの主力事業である食品関連の取引先への当社の製品

の拡販、中本パックスの日用品事業を利用した製品開発、原材料及び副材料

の共同購入による原材料コストの削減が見込める等のシナジーは、当社にと

っても、従来からの販売方法を見直して無駄のない効率的な形態に変革して

いくこと、食品冷凍包装の進化など包装技術の高まりに対し付加価値の高い

製品を投入していくこと及び材料費や物流費などのコスト削減策を実施する

ことによる収益構造の転換が見込めると考えました。また、当社の事業運営

上の盛田エンタプライズに対する依存度は限定的であること、新人一括採用
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をしておらず上場企業であることを大きく活かしているとは考えにくいこ

と、資金調達ニーズはないことを踏まえると、上場廃止によるデメリット及

び盛田エンタプライズが当社株式を売却することによるマイナス効果は見込

まれないと考えたことから、本取引は当社の企業価値向上に資すると判断

し、中本パックスをパートナーとして交渉するのが適切であると考え、2023

年８月上旬、中本パックスを正式なパートナー候補として交渉を開始する旨

及び第二次入札プロセス（以下「本第二次入札プロセス」といいます。）へ

の参加を認める旨の通知を、中本パックスに対して行いました。その後、

2023年８月下旬から同年９月下旬まで当社は、中本パックスに対して、当社

経営陣へのインタビューを含むデュー・ディリジェンスの機会を提供し、他

方で、同期間の間、当社は、中本パックスより、デュー・ディリジェンスの

機会を提供されました。

一方で、中本パックスは、当社から本第二次入札プロセスの案内を受けた

ことを踏まえ、2023年８月上旬、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当

社から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として

野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、リーガル・アドバ

イザーとして大江・田中・大宅法律事務所を選定し、2023年８月下旬から同

年９月下旬にかけて、本取引の一環として株式交換を実施する可能性がある

ことを踏まえ、当社に対するデュー・ディリジェンスを実施するとともに、

当社から中本パックスに対するデュー・ディリジェンスにも対応しながら、

当社株式の取得について、更なる検討を進めていたとのことです。かかる検

討の中で、中本パックスは、当社の株主の皆様が本取引によって得ることの

できる経済的利益や取引の安定性等も勘案しながら、野村證券及び大江・田

中・大宅法律事務所も含めて、様々なスキームの選択肢についても議論を行

ったとのことです。そして、かかる議論の中で、本取引のスキームとして

は、上記のとおり、盛田エンタプライズにおける、盛田エンタプライズが所

有する当社株式の現金対価での株式譲渡及び2023年内での譲渡完了の希望

や、当社単独において資金調達ニーズはないとのことである一方、当社株式

の全ての取得の方法について現金対価の公開買付けではなく、株式交換を組

み合わせることにより、上記に記載の生分解性樹脂等を使用した環境対応製

品の開発及びテーマの共有における環境対応製品の開発案件を含む新製品の

開発・製造・販売含めた本取引後における中本パックスグループ及び当社グ
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ループ間でのシナジーの発現等に向けた成長投資に資金を確保する等、中本

パックスにおける資本政策に鑑みた本取引全体における当社株式の取得対価

の検討等を踏まえ、本公開買付けと本株式交換の組み合わせを前提とした上

で、当社における本臨時株主総会の開催に係る手続について当社と協議した

ところ、本取引の公表後に本臨時株主総会の開催に係る手続を開始し、本臨

時株主総会開催後に本公開買付けを開始した場合、本公開買付けの決済は

2024年以降となる旨を当社に確認したため、上記に記載の2023年内での現金

対価の株式譲渡という盛田エンタプライズの希望を満たすためには、本公開

買付けの決済の開始後に本臨時株主総会を開催する必要があることを確認い

たしました。なお、中本パックス及び当社としては、本臨時株主総会におい

て本株式交換契約の承認が見込めると考えられることに加え、仮に本臨時株

主総会において本株式交換契約の承認が得られず、結果として本公開買付け

のみが成立することになった場合においても、その後、上記に記載のシナジ

ー効果を一定範囲で創出し、中本パックス及び当社の企業価値向上を実現す

ることは可能であると考えました。上記検討・議論の結果、中本パックス、

盛田エンタプライズ及び当社は、本公開買付け後に本株式交換を実施するス

キームにつき合意いたしました。

上記の本取引のスキームについての検討・議論を経て、中本パックス及び

当社は、本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいま

す。）を含む本株式交換契約に係る諸条件について協議・交渉を行いまし

た。具体的には、中本パックスは、2023年９月26日、本株式交換比率及び本

公開買付けの諸条件を記載した提案書（以下「第１回目提案書」といいま

す。）を提出したとのことです。中本パックスは、当社に対して実施したデ

ュー・ディリジェンスの結果、野村證券による株式交換比率に関する試算内

容及び当社の株価水準等を総合的に勘案の上、当社株式１株に対して、中本

パックス株式0.26株を割当交付する本株式交換比率（本株式交換比率におけ

る当社株式１株当たりの対価の価値は、2023年９月25日時点での中本パック

ス株式の終値1,643円に基づき計算すると427円（小数点以下四捨五入。以

下、本株式交換比率における当社株式１株当たりの対価の価値の計算におい

て同じです。）となり、同日時点での当社株式の終値405円に対して5.43％

（小数点以下第三位を四捨五入。以下、株価に対するプレミアム及びディス
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カウントの数値（％）において同じです。）、同日までの直近５営業日の終

値単純平均値407円に対して4.91％、同日までの直近１ヶ月間の終値単純平

均値413円に対して3.39％、同日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値416円

に対して2.64％、同日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値404円に対して

5.69％のプレミアムをそれぞれ加えた金額です。）を提案したとのことで

す。これに対して、2023年９月28日、本特別委員会は、中本パックスに対し

て、第１回目提案書における本株式交換比率は、当社の第三者算定機関によ

る株式交換比率の試算結果等を勘案し、少数株主の利益保護の観点から十分

な水準にあるとは評価できず、本特別委員会としては、応諾することはでき

ないものと考えたため、再検討の要請をいたしました。中本パックスは、本

特別委員会からのかかる要請について慎重に検討の上、2023年10月２日、当

社株式１株につき、中本パックス株式0.27株を割当交付する本株式交換比率

（本株式交換比率における当社株式１株当たりの対価の価値は、2023年９月

29日時点での中本パックス株式の終値1,658円に基づき計算すると448円とな

り、同日時点での当社株式の終値403円に対して11.17％、同日までの直近５

営業日の終値単純平均値405円に対して10.62％、同日までの直近１ヶ月間の

終値単純平均値412円に対して8.74％、同日までの直近３ヶ月間の終値単純

平均値415円に対して7.95％、同日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値405

円に対して10.62％のプレミアムをそれぞれ加えた金額です。）とする旨の

再提案を記載した提案書（以下「第２回目提案書」といいます。）を提出し

たとのことです。これに対して、2023年10月４日、本特別委員会は、中本パ

ックスに対して、第２回目提案書における本株式交換比率は、当社の第三者

算定機関による株式交換比率の試算結果及び過去６ヶ月間の当社株価推移等

を勘案し、少数株主の利益保護の観点から十分な水準にあるとは評価できな

いこと、及び本取引の実施に当たっては、本臨時株主総会において本株式交

換契約について特別決議による承認を受ける必要があるところ、当該承認の

確度を高めるためには、本株式交換比率のプレミアム率について、当社の少

数株主の皆様に十分納得いただける水準とする必要があることを踏まえる

と、応諾できないと判断したため、再検討の要請をいたしました。中本パッ

クスは、当社からのかかる要請について再度検討の上、2023年10月４日、当

社株式１株につき、中本パックス株式0.27株を割当交付する本株式交換比率

（本株式交換比率における当社株式１株当たりの対価の価値は、2023年10月
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３日時点での中本パックス株式の終値1,651円に基づき計算すると446円とな

り、同日時点での当社株式の終値388円に対して14.95％、同日までの直近５

営業日の終値単純平均値401円に対して11.22％、同日までの直近１ヶ月間の

終値単純平均値411円に対して8.52％、同日までの直近３ヶ月間の終値単純

平均値415円に対して7.47％、同日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値406

円に対して9.85％のプレミアムをそれぞれ加えた金額です。）とすることに

つき、当社において改めて検討を要請する旨を記載した提案書（以下「第３

回目提案書」といいます。）を提出したとのことです。これに対して、2023

年10月10日、本特別委員会は、中本パックスに対して、当社株式１株につ

き、中本パックス株式0.30株を割当交付する本株式交換比率とすることにつ

いての検討の要請をいたしました。中本パックスは、本特別委員会からのか

かる要請について慎重に検討の上、2023年10月11日、当社株式１株につき、

中本パックス株式0.28株を割当交付する本株式交換比率（本株式交換比率に

おける当社株式１株当たりの対価の価値は、2023年10月10日時点での中本パ

ックス株式の終値1,629円に基づき計算すると456円となり、同日時点での当

社株式の終値400円に対して14.00％、同日までの直近５営業日の終値単純平

均値391円に対して16.62％、同日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値406

円に対して12.32％、同日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値412円に対し

て10.68％、同日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値407円に対して

12.04％のプレミアムをそれぞれ加えた金額です。）とする旨の再提案を記

載した提案書（以下「最終提案書」といいます。）を提出したとのことで

す。これに対して、2023年10月12日、本特別委員会は、中本パックスに対し

て、最終提案書における本株式交換比率の提案について応諾する旨の回答い

たしました。

また、中本パックスは、第１回目提案書において、本公開買付けの条件と

して、本公開買付価格については、上記のとおり、本第一次意向表明書にて

盛田エンタプライズに応諾いただいた350円とすることに加え、本公開買付

けの上限は設定せず、下限を盛田エンタプライズが所有する当社株式

（2,608,000株、以下「応募合意株式」といいます。）数とすることを提案

し、盛田エンタプライズはこれを応諾し、また、2023年９月上旬から同年10

月上旬にかけて、本応募契約について協議・交渉を行い、合意に至ったとの

ことです。
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株式交換契約書

中本パックス株式会社（以下「甲」という。）及びMICS化学株式会社

（以下「乙」という。）は、2023年10月17日（以下「本締結日」とい

う。）付けで、次のとおり合意し、株式交換契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。

一方、当社は、本特別委員会より、中本パックスからの提案内容を踏まえ

て、2023年10月４日、ＳＭＢＣ日興証券を通じて、中本パックスが考える本

取引の意義、目的及び本取引のストラクチャーに対する当社としての意見等

に関する質問事項を受領しました。その後、当社は、同月５日、本特別委員

会に対して、当該質問事項に対する回答及び質疑応答を行いました。本特別

委員会は、当社からの回答を踏まえながら、慎重に検討を行い、当社と中本

パックスとのシナジーとして、（ⅰ）中本パックスの取引先への当社の製品

の新規拡販、（ⅱ）環境配慮型の製品の開発能力の向上、（ⅲ）営業拠点の

統合や共同購入によるスケールメリットを活かした原材料コストの削減、が

見込めると考えられることを確認いたしました。また、（ⅳ）当社の事業運

営上の盛田エンタプライズに対する依存度は限定的であることを考慮する

と、盛田エンタプライズが当社株式を売却することによるマイナス効果は見

込まれないと考えました。

これらの協議・交渉・判断を経て、中本パックスと当社との間で本株式交

換比率を含む諸条件について合意に至ったことから、2023年10月17日、中本

パックスと当社の取締役会において、本株式交換を実施することを決議し、

本株式交換契約を締結いたしました。また、中本パックスと盛田エンタプラ

イズとの間で本公開買付価格を含む本応募契約に係る諸条件についても合意

に至ったことから、2023年10月17日、中本パックスの取締役会において、盛

田エンタプライズの所有する当社株式の全てを取得することを目的として、

本公開買付けを実施することを決議し、盛田エンタプライズとの間で本応募

契約を締結いたしました。

２．株式交換契約の内容の概要

当社が中本パックスとの間で締結した本株式交換契約の内容は、次のとお

りです。
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第1条（株式交換）

甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を株式交換完全親会社、

乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）

を行い、甲は、本株式交換により、乙の発行済株式（但し、甲が所有する

乙の株式を除く。以下同じ。）の全部を取得する。

第2条（株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所）

甲及び乙の商号及び住所は、以下の各号のとおりである。

(1)　甲（株式交換完全親会社）

商号：中本パックス株式会社

住所：大阪市天王寺区空堀町2番8号

(2)　乙（株式交換完全子会社）

商号：MICS化学株式会社

住所：愛知県愛知郡東郷町大字諸輪字北山158番地89

第3条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、

2024年2月1日とする。但し、本株式交換の手続の進行上の必要性その他の

事由により必要があるときは、甲及び乙は協議し合意の上、これを変更す

ることができる。

第4条（本株式交換に際して交付する株式及びその割当て）

1.　甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が乙の発行済株式

の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」という。）における

乙の株主名簿に記載又は記録された株主（但し、第9条に基づく乙の

自己株式の消却後の株主をいうものとし、甲を除く。以下「本割当対

象株主」という。）に対し、その所有する乙の普通株式に代わり、そ

の所有する乙の普通株式の数の合計に0.28を乗じて得た数の甲の普通

株式を交付する。

2.　甲は、本株式交換に際して、各本割当対象株主に対して、その所有

する乙の普通株式1株につき、甲の普通株式0.28株の割合をもって、

甲の普通株式を割り当てる。

3.　前二項の規定に従い甲が各本割当対象株主に対し割り当てるべき甲

の普通株式の数に1株に満たない端数がある場合には、甲は、会社法

第234条その他の関連法令の規定に従い処理する。
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第5条（甲の資本金及び準備金の額）

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則

第39条の規定に従い、甲が別途適当に定める金額とする。

第6条（株主総会の承認）

1.　甲は、会社法第796条第2項本文の規定に基づき、本契約について会

社法第795条第1項に定める株主総会の承認を受けることなく本株式交

換を行う。但し、会社法第796条第3項の規定に基づき甲の株主総会の

決議による本契約の承認が必要となった場合には、甲は、効力発生日

の前日までに株主総会を開催し、本契約の承認及び本株式交換に必要

なその他の事項に関する決議を求める。

2.　乙は、2023年12月27日に、会社法第783条第1項に定める株主総会

（以下「乙株主総会」という。）を開催し、本契約の承認及び本株式

交換に必要なその他の事項に関する決議を求める。

3.　本株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由により必要な場合

には、甲及び乙は協議し合意の上、乙株主総会の開催日を変更するこ

とができる。

第7条（事業の運営等）

甲及び乙は、自ら又はその子会社をして、本締結日から効力発生日に至

るまで、それぞれ善良な管理者としての注意をもって、それぞれの業務の

執行及び財産の管理、運営を行うものとし、その財産若しくは権利義務に

重大な影響を及ぼす可能性のある行為又は本株式交換の実行若しくは本株

式交換の条件に重大な影響を及ぼす行為を行い又はそれぞれの子会社をし

て行わせる場合には、事前に相手方と協議し、書面合意の上、これを行う

ものとする。

第8条（剰余金の配当）

1.　甲は、2023年8月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主

又は登録株式質権者に対して、1株あたり31円を限度として剰余金の

配当を行うことができる。

2.　乙は、2023年10月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主

又は登録株式質権者に対して、1株あたり5円を限度として剰余金の配

当を行うことができる。

3.　甲及び乙は、前二項に定めるものを除き、本締結日以降、効力発生
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日以前の日を基準日とする剰余金の配当の決議を行ってはならず、ま

た効力発生日以前の日を取得日とする自己株式の取得（適用法令に従

い株主の権利行使に応じて自己の株式を取得しなければならない場合

を除く。）の決議を行ってはならない。

第9条（自己株式の消却）

乙は、乙株主総会において本契約及び本株式交換に必要なその他の事項

に関する承認を得られた場合、効力発生日の前日までに開催される乙の取

締役会の決議により、基準時において乙が保有する自己株式（本株式交換

に際して行使される会社法第785条第1項に定める反対株主の株式買取請求

に応じて取得する自己株式を含む。）の全部につき、基準時をもって消却

する。

第10条（本株式交換の条件の変更及び本契約の解除）

1.　本締結日から効力発生日までの間、天災地変その他の事由により、

甲又は乙の財産又は経営状態に重要な変動が生じた場合、本株式交換

の実行に重大な支障となる事態が発生し又は発生することが明らかと

なった場合等その他本契約の目的の達成が困難となった場合には、甲

及び乙は協議し合意の上、本株式交換の条件その他本契約の内容を変

更し、若しくは本株式交換を中止し、又は本契約を解除することがで

きる。

2.　甲及び乙は、本締結日から効力発生日までの間に、相手方が本契約

の条項に違反した場合には、相当の期間を定めて相手方に履行を催告

の上、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することができ

る。

第11条（本契約の効力）

本契約は、以下の各号のいずれかの場合には、その効力を失う。

(1)　第6条第1項但書の規定に基づき甲の株主総会の決議による承認が必

要となった場合において、効力発生日の前日までに、甲の株主総会に

おいて本契約又は本株式交換に必要なその他の事項に関する承認が得

られなかった場合

(2)　効力発生日の前日までに、乙株主総会において、本契約又は本株式

交換に必要なその他の事項に関する承認が得られなかった場合

(3)　本株式交換について、国内外の法令に基づき、効力発生日までに必
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甲： 中本パックス株式会社

大阪市天王寺区空堀町2番8号

代表取締役社長　　河田　　淳

乙： MICS化学株式会社

愛知県愛知郡東郷町大字諸輪字北山158番地89

代表取締役社長　　大塚　茂樹

要な関係官庁等からの許可、承認等の取得、又は関係官庁等に対する

届出手続が完了しない場合

(4)　前条の規定に従い、本株式交換が中止され、又は本契約が解除され

た場合

第12条（本契約上の地位等の譲渡禁止）

甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾なくして、本契約上の地位

又は本契約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若

しくは継承させ、又は担保に供してはならない。

第13条（準拠法）

本契約並びに本契約に基づき又はこれに関連して生じる甲及び乙の一切

の権利及び義務は、日本法に準拠し、それに従い解釈される。

第14条（管轄裁判所）

本契約並びに本契約に基づき又はこれに関連して生じる甲及び乙の一切

の権利及び義務に関する訴訟は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。

第15条（協議事項）

本契約に記載のない事項、又は本契約の内容に疑義が生じた場合は、甲

及び乙は誠実に協議し、その解決を図るものとする。

　本契約締結の証として、本書2通を作成し、各当事者が記名押印の上、

各自1通を保有する。

　2023年10月17日

　

３．交換対価の相当性に関する事項

（１）交換対価の総数の相当性に関する事項

①本件株式交換に係る割当ての内容
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中本パックス株式会社 ＭＩＣＳ化学株式会社

（株式交換完全親会社） （株式交換完全子会社）

本株式交換に係る

割当比率
１ 0.28

本株式交換により

交付する株式数
中本パックスの普通株式：747,471株（予定）

（注１）本株式交換に係る割当比率

中本パックスは、当社株式１株に対して、中本パックス株式0.28株を

割当交付するとのことです。なお、上記表に記載の本株式交換比率

は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、中本パック

ス及び当社が協議した上で、合意により変更されることがあります。

（注２）本株式交換により交付する中本パックスの株式数

中本パックスは、本株式交換に際して、本株式交換により中本パック

スが当社の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準

時」といいます。）における当社の株主の皆様（ただし、下記の自己

株式の消却及び本公開買付けが行われた後の中本パックスを除く株主

をいうものとします。）に対して、その所有する当社株式の株式数の

合計に本株式交換比率を乗じた数の中本パックス株式を割当交付する

予定です。なお、本公開買付けの決済は、基準時以前に完了する見込

みであり、上記表に記載の本株式交換により交付される中本パックス

株式の総数は、本公開買付けに盛田エンタプライズが所有する応募合

意株式のみが応募される前提で計算しております。また、当社は、本

株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、

基準時において所有する自己株式（本株式交換に関する会社法第785

条第１項に基づく反対株主の株式買取請求に応じて取得する株式を含

みます。）の全部を、基準時までに消却する予定です。本株式交換に

より交付される中本パックス株式の総数は、本公開買付けに応募され

た当社株式（以下「応募株券等」といいます。）及び当社による自己

株式の取得・消却等の理由により、今後修正される可能性がありま

す。

（注３）単元未満株式の取扱い
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本株式交換により、中本パックスの単元未満株式（100株未満の株

式）を所有することとなる当社の株主の皆様におかれましては、中本

パックス株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。

なお、金融商品取引所市場においては単元未満株式を売却することは

できません。

・単元未満株式の買取制度（１単元（100株）未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、中本パックスの単元未満株

式を所有する株主の皆様が、中本パックスに対し、自己の所有する

単元未満株式の買取りを請求することができる制度です。

（注４）１株に満たない端数の処理

本株式交換に伴い、中本パックス株式１株に満たない端数の割当交付

を受けることとなる当社の株主の皆様に対しては、会社法第234条そ

の他の関連法令の定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に満

たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします。）に相当

する数の中本パックス株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応

じて交付いたします。

② 本株式交換に係る割当の内容の根拠等

（ⅰ）割当ての内容の根拠及び理由

中本パックス及び当社は、2023年８月下旬から９月下旬にかけて実施し

た中本パックス及び当社による相互へのデュー・ディリジェンスの結果等

を踏まえて、真摯に協議・交渉を重ねた結果、中本パックスが当社を完全

子会社化及び非公開化することが、中本パックス及び当社の企業価値向上

にとって最善の判断であると考えるに至りました。

また、中本パックス及び当社は、上記「① 本株式交換に係る割当ての

内容」に記載の本株式交換比率の公正性・妥当性を担保するため、それぞ

れ個別に、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社から独立した第三

者算定機関に株式交換比率の算定を依頼すること、また、中本パックス、

盛田エンタプライズ及び当社から独立したリーガル・アドバイザーから法

的助言を受けることといたしました。そして、当社は、ＳＭＢＣ日興証券

をファイナンシャル・アドバイザーとして、東京共同会計事務所を第三者

算定機関として選定し、中本パックスは、野村證券をファイナンシャル・
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アドバイザー及び第三者算定機関として選定し、また、当社は、西村あさ

ひ法律事務所を、中本パックスは、大江・田中・大宅法律事務所を、それ

ぞれリーガル・アドバイザーとして選定いたしました。

中本パックス及び当社は、それぞれ、自らが選定した第三者算定機関に

よる本株式交換に用いられる株式交換比率の算定結果や、リーガル・アド

バイザーからの助言を参考に、かつ相手方に対して実施したデュー・ディ

リジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、それぞれの財務の状況、資

産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、中本パックス

及び当社の間で、本株式交換比率について慎重に協議・交渉を重ねてまい

りました。

そして、当社においては、下記「（３）公正性を担保するための措置

（利益相反を回避するための措置を含む。）」に記載のとおり、第三者算

定機関である東京共同会計事務所から取得した株式交換比率に関する算定

書（以下「当社株式交換比率算定書」といいます。）、リーガル・アドバ

イザーである西村あさひ法律事務所からの助言、当社が中本パックスに対

して実施したデュー・ディリジェンスの結果、並びに中本パックス及び当

社との間で利害関係を有しない独立した委員から構成される特別委員会

（詳細については、下記「（３）公正性を担保するための措置（利益相反

を回避するための措置を含む。）」の「①当社における独立した特別委員

会の設置及び答申書の取得」に記載のとおりです。）から受領した答申書

等を踏まえ、慎重に協議・検討いたしました。その結果、当社は、本株式

交換比率は妥当であり、当社の少数株主の皆様にとって利益に資すると判

断いたしました。

また、中本パックスにおいては、下記「（３）公正性を担保するための

措置（利益相反を回避するための措置を含む。）」に記載のとおり、第三

者算定機関である野村證券から取得した株式交換比率に関する算定書（以

下「中本パックス株式交換比率算定書」といいます。）、リーガル・アド

バイザーである大江・田中・大宅法律事務所からの助言及び中本パックス

が当社に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、慎

重に協議・検討した結果、本株式交換比率は妥当であり、中本パックスの

株主の皆様の利益に資すると判断したとのことです。

このように、中本パックス及び当社は、本株式交換比率は中本パックス
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採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価平均法 0.244～0.253

ＤＣＦ法 0.137～0.268

及び当社のそれぞれの株主の皆様の利益に資するものであるとの判断に至

ったため、それぞれ2023年10月17日開催の取締役会において、本株式交換

比率により本株式交換を行うことを決定いたしました。

なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じ

た場合、中本パックスと当社が協議した上で、合意により変更されること

があります。

（ⅱ）算定に関する事項

（a）算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係

当社の第三者算定機関である東京共同会計事務所及び中本パックスの

第三者算定機関である野村證券は、いずれも中本パックス、盛田エンタ

プライズ及び当社から独立した算定機関であり、中本パックス、盛田エ

ンタプライズ及び当社の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して

記載すべき重要な利害関係を有しません。

（b）算定の概要

東京共同会計事務所は、当社株式が東京証券取引所スタンダード市場

に上場、中本パックス株式が東京証券取引所プライム市場に上場してお

り、市場株価が存在することから市場株価平均法による算定を行うとと

もに、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を採用し

て、本株式交換比率を算定いたしました。東京共同会計事務所が上記各

手法に基づき算定した中本パックスの１株当たりの株式価値を１とした

場合の株式交換比率の算定結果は、それぞれ以下のとおりです。

市場株価平均法では、2023年10月16日を算定基準日として、中本パッ

クス株式及び当社株式の東京証券取引所における同日までの直近１ヶ月

間の終値単純平均値、同日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値及び同

日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値を基に、本株式交換比率を0.244
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～0.253までと算定しております。

ＤＣＦ法では、当社事業計画及び中本パックスが作成した事業計画

（以下「中本パックス事業計画」といいます。）に基づく収益予測や投

資計画、将来の収益予想に基づく当社及び中本パックスが生み出すフリ

ー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて企業

価値や株式価値を分析し、本株式交換比率を0.137～0.268までと算定し

ております。また、東京共同会計事務所がＤＣＦ法による分析に用いた

当社事業計画には大幅な増減益を見込んでいる事業年度が含まれており

ます。具体的には、2024年４月期において、ロシア・ウクライナ情勢に

よるエネルギー価格高騰を背景として当該事業年度以前より高騰してい

た原材料費について、当該事業年度に販売単価の是正を実施したことに

より、対前年度比で大幅な増益となることを見込んでおります。一方、

東京共同会計事務所がＤＣＦ法による分析に用いた中本パックス事業計

画には大幅な増減益を見込んでいる事業年度は含まれていないとのこと

です。また、当社事業計画は、本公開買付けの実行を前提として作成さ

れたものではなく、中本パックス事業計画は、本取引の実行を前提とし

て作成されたものではないとのことです。

一方、野村證券は、本株式交換比率について、中本パックス株式は東

京証券取引所プライム市場、当社株式は東京証券取引所スタンダード市

場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法によ

る算定を行うとともに、中本パックス及び当社にはそれぞれ比較可能な

上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可能

であることから類似会社比較法を、加えて、将来の事業活動の状況を評

価に反映するため、ＤＣＦ法を、それぞれ採用して算定を行ったとのこ

とです。

野村證券が上記各手法に基づき算定した中本パックスの１株当たりの

株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果は、それぞれ以下の

とおりとのことです。
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採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価平均法 0.24～0.25

類似会社比較法 0.11～0.56

ＤＣＦ法 0.21～0.31

なお、野村證券は、市場株価平均法においては、株式市場の状況等の

諸事情を勘案し、2023年10月12日を算定基準日として、中本パックス株

式及び当社株式の東京証券取引所における算定基準日終値、同日までの

直近５営業日の終値単純平均値、同日までの直近１ヶ月間の終値単純平

均値、同日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値及び同日までの直近６

ヶ月間の終値単純平均値を採用したとのことです。

ＤＣＦ法では、中本パックス事業計画及び当社から提供され中本パッ

クスにより確認された当社事業計画に基づいて、中本パックス及び当社

が生み出す将来のキャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割

り引くことにより算定したとのことです。なお、野村證券がＤＣＦ法の

評価の基礎とした中本パックスの財務予測において、大幅な増減益を見

込んでいる事業年度は含まれていないとのことです。一方、野村證券が

ＤＣＦ法の評価の基礎とした当社の財務予測において、大幅な増減益を

見込んでいる事業年度が含まれているとのことです。具体的には、2024

年４月期において、ロシア・ウクライナ情勢によるエネルギー価格高騰

を背景として当該事業年度以前より高騰していた原材料費について、当

該事業年度に販売単価の是正を実施したことにより、対前年度比で大幅

な増益となることを見込んでいるとのことです。

野村證券は、株式交換比率の算定に際して、公開情報及び野村證券に

提供された一切の情報が正確かつ完全であることを前提としており、独

自にそれらの正確性及び完全性についての検証は行っていないとのこと

です。中本パックス、当社及びその関係会社の資産又は負債（金融派生

商品、簿外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）について、

個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定

を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っていないと

のことです。中本パックスの財務予測（利益計画その他の情報を含みま

す。）については、中本パックスの経営陣により2023年10月17日時点で
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得られる最善かつ誠実な予測及び判断に基づき合理的に検討又は作成さ

れたこと、当社の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）につ

いては、当社の経営陣により2023年10月17日時点で得られる最善かつ誠

実な予測及び判断に基づき合理的に検討又は作成されたことを前提とし

ているとのことです。野村證券の算定は、2023年10月12日までに野村證

券が入手した情報及び経済条件を反映したものとのことです。なお、野

村證券の算定は、中本パックスの業務執行を決定する機関が株式交換比

率を検討するための参考に資することを唯一の目的としているとのこと

です。

（２）交換対価として当該種類の財産を選択した理由

当社は、本株式交換の交換対価として、株式交換完全親会社となる中本パ

ックス株式を選択いたしました。

本取引の取引方法及び取引対価の種類については、①本取引により当社の

完全親会社となる中本パックスの普通株式を本取引の対価とすることによ

り、当社の一般株主の皆様は本取引後も引き続き当社の企業価値の向上につ

いて間接的に享受することができること、②本取引の対価である中本パック

スの普通株式は、東京証券取引所に上場されているため、中本パックスの普

通株式を本取引の取引対価とすることにより、引き続き当社の一般株主の皆

様は保有株式の流動性を確保することができ、市場での売却による投資回収

の機会が保障されていること等を踏まえると、本取引の取引方法及び取引対

価の種類について、株式交換スキームを選択することが望ましいと判断して

おります。なお、本株式交換の実施により、中本パックスの単元未満株式を

保有することとなる株主の皆様においては、その保有することとなる単元未

満株式を金融商品取引市場において売却することはできませんが、上記「①

本株式交換に係る割当ての内容」の「（注３）単元未満株式の取扱い」に記

載のとおり、中本パックスに対しご所有の単元未満株式の買取りを請求する

ことができます。また、本株式交換に伴い１株に満たない端数が生じた場合

における端数の取扱いの詳細については、上記「①本株式交換に係る割当て

の内容」の「（注４）１株に満たない端数の処理」をご参照ください。

本株式交換により、その効力発生日である2024年２月１日（予定）をもっ

て、当社は中本パックスの完全子会社となることから、当社株式は、東京証
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券取引所スタンダード市場の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て、本株

式交換の効力発生日に先立ち、2024年１月30日に上場廃止（最終売買日は

2024年１月29日）となる予定です。なお、予定されている本株式交換の効力

発生日が変更された場合には、上場廃止日も変更される予定です。なお、中

本パックス及び当社としては、仮に本臨時株主総会において本株式交換契約

の承認が得られず、結果として本公開買付けのみが成立することになった場

合においても、その後、上記「１.株式交換を行う理由」に記載のシナジー

効果を一定範囲で創出し、中本パックス及び当社の企業価値向上を実現する

ことは可能であると考えております。また、当社が2023年７月28日に発表し

た「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について」に記載の

とおり、本日現在、当社は流通株式時価総額の上場維持基準について適合し

ていない状況となりますが、仮に本臨時株主総会において本株式交換契約の

承認が得られず、結果として本公開買付けのみが成立し、当社株式が上場を

維持することになった場合、引き続き上場維持基準に適合しない状況が継続

する可能性があります。

上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所スタンダード市場において取引

することはできなくなります。当社株式が上場廃止になった後も、本株式交

換により当社の株主の皆様に割り当てられる中本パックス株式は、本株式交

換の効力発生日以降は東京証券取引所スタンダード市場において取引が可能

であることから、基準時において当社株式を358株以上所有し、本株式交換

により中本パックスの単元株式数である100株以上の中本パックス株式の割

当てを受ける当社の株主の皆様は、その所有する当社株式の数に応じて一部

単元株式数に満たない中本パックス株式の割当てを受ける可能性はあるもの

の、１単元以上の中本パックス株式については引き続き東京証券取引所スタ

ンダード市場において取引が可能であり、株式の流動性を提供できるものと

考えております。

ただし、基準時において358株未満の当社株式を所有する当社の株主の皆

様には、中本パックス株式の単元株式数である100株に満たない中本パック

ス株式が割り当てられます。なお、2023年４月末現在の当社単元株主数約

2,000名を前提として計算した場合、約1,300名が中本パックスの単元未満株

主となる見込みです。単元未満株式については、その株式数に応じて本株式

交換の効力発生日以降の日を基準日とする中本パックスの配当金を受領する
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権利を有することになりますが、東京証券取引所スタンダード市場において

売却することはできません。単元未満株式を所有することとなる株主の皆様

は、株主の皆様のご希望により、中本パックスの単元未満株式の買取制度を

ご利用いただくことが可能です。これらの取扱いの詳細については、上記

「２．交換対価の相当性に関する事項」の「① 本株式交換に係る割当ての

内容」の「（注３）単元未満株式の取扱い」をご参照ください。

　また、本株式交換に伴い１株に満たない端数が生じた場合における端数の

取扱いの詳細については、上記「２．交換対価の相当性に関する事項」の

「① 本株式交換に係る割当ての内容」の「（注４）１株に満たない端数の

処理」をご参照ください。なお、当社の株主の皆様は、最終売買日である

2024年１月29日（予定）までは、東京証券取引所スタンダード市場におい

て、その所有する当社株式を従来どおり取引することができるほか、基準時

まで会社法その他関係法令に定める適法な権利を行使することができます。

（３）公正性を担保するための措置（利益相反を回避するための措置を含む。）

2023年10月17日時点において、中本パックスは、当社株式を所有しておら

ず、本取引は支配株主による取引には該当いたしません。また、当社の経営

陣の全部又は一部が中本パックスに直接又は間接に出資することは予定され

ておらず、本取引はいわゆるマネジメントバイアウト取引にも該当いたしま

せん。

もっとも、中本パックス及び当社は、本取引の公正性担保につき慎重を期

する観点から、それぞれ以下の措置を講じております。また、以下の記載の

うち、中本パックスにおいて実施した措置については、中本パックスから受

けた説明に基づくものです。

①当社における独立した特別委員会の設置及び答申書の取得

（ⅰ）設置等の経緯

上記「１．株式交換を行う理由」に記載のとおり、当社は、2023年７月

21日に開催された取締役会における決議により、本特別委員会を設置いた

しましたが、かかる本特別委員会の設置に先立ち、当社は、2023年４月下

旬、中本パックスから独立した立場で、当社の企業価値の向上及び当社の

一般株主の皆様の利益の確保の観点から本取引に係る検討、交渉及び判断
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を行うための体制を構築するため、西村あさひ法律事務所の助言も得つ

つ、当社の独立社外取締役の全員に対して、本取引に係る検討・交渉等を

行うにあたっては、特別委員会の設置をはじめとする本取引に係る取引条

件の公正性を担保するための措置を十分に講じる必要がある旨等を個別に

説明いたしました。また、当社は、並行して、西村あさひ法律事務所の助

言を得つつ、本特別委員会の委員の候補者の検討を行いました。その上

で、当社は、本特別委員会の委員の候補者が、中本パックス及び盛田エン

タプライズからの独立性を有すること、及び本取引の成否に関して一般株

主の皆様とは異なる重要な利害関係を有していないことを確認した上で、

上記の当社の独立社外取締役と協議し、西村あさひ法律事務所の助言を得

て本特別委員会全体としての知識・経験・能力のバランスを確保しつつ適

正な規模をもって本特別委員会を構成するべく、中本パックス及び盛田エ

ンタプライズから独立した社外取締役である安川喜久夫氏、中神邦彰氏、

後藤もゆる氏の３名を本特別委員会の委員の候補として選定いたしました

（なお、本特別委員会の委員は設置当初から変更しておりません。）。

その上で、当社は、上記「１．株式交換を行う理由」に記載のとおり、

本特別委員会に対し、本諮問事項について諮問いたしました。加えて、当

社取締役会は、本特別委員会を当社取締役会から独立した合議体として位

置付け、本取引に関する意思決定を行うに際して、本特別委員会の意見を

最大限尊重し、特に本特別委員会が本取引に関する取引条件を妥当ではな

いと判断したときには、当社取締役会は当該取引条件による本取引に賛同

しないものとすること、本特別委員会に対して、本取引に係る株式交換に

おける本株式交換比率及び公開買付けにおける本公開買付価格その他取引

条件等について中本パックスと交渉を行う権限を付与すること、並びに本

諮問事項の検討にあたって、本特別委員会は、当社及び中本パックスの株

式価値評価その他本特別委員会が必要と判断する事項を第三者機関等に委

託することができるものとし、その場合の当該委託に係る合理的な費用は

当社が負担すること等を決議しております。これを受けて、本特別委員会

は、当社のリーガル・アドバイザーである西村あさひ法律事務所、ファイ

ナンシャル・アドバイザーであるＳＭＢＣ日興証券及び第三者算定機関で

ある東京共同会計事務所につき、いずれも独立性及び専門性に問題がない

ことから、それぞれ、当社のリーガル・アドバイザー、ファイナンシャ
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ル・アドバイザー及び第三者算定機関として承認し、また本特別委員会と

しても必要に応じて専門的助言を受けることができることを確認しまし

た。

なお、本特別委員会の委員の報酬は、答申内容にかかわらず支給される

固定金額又は時間単位の報酬のみとしており、本取引の成立等を条件とす

る成功報酬は採用しておりません。

（ⅱ）検討の経緯

本特別委員会は、2023年７月26日から2023年10月17日までの間に合計15

回、計約21時間にわたって開催され、報告・情報共有、審議及び意思決定

等を行う等して、本諮問事項に係る職務を遂行いたしました。

具体的には、本特別委員会は、当社のファイナンシャル・アドバイザー

であるＳＭＢＣ日興証券、当社のリーガル・アドバイザーである西村あさ

ひ法律事務所及び第三者算定機関である東京共同会計事務所について、中

本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれの関連当事者にも該当

しないこと、並びに本公開買付けを含む本取引に関して重要な利害関係を

有していないこと、その他本取引における独立性及び専門性に問題がない

ことを確認の上、その選任を承認しております。

更に、本特別委員会は、当社が社内に構築した本取引の検討体制（本取

引に係る検討、交渉及び判断に関与する当社の役職員の範囲及びその職務

を含みます。）に、独立性及び公正性の観点から問題がないことを確認の

上、承認をしております。その上で、本特別委員会は、西村あさひ法律事

務所から聴取した意見を踏まえ、本取引において手続の公正性を確保する

ために講じるべき措置について検討を行っております。また、本特別委員

会は、当社が作成した当社事業計画について、当社からその内容、重要な

前提条件及び作成経緯等について説明を受けるとともに、これらの事項に

ついて合理性を確認し、承認しております。

本特別委員会は、中本パックスからの提案内容について慎重に検討を行

うとともに、当社から、本取引の目的や意義、これらに関する中本パック

ス及び盛田エンタプライズとの協議状況、本取引の当社事業に対する影響

等について説明を受け、これらの点に関する質疑応答を実施しておりま

す。
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加えて、上記「（１）交換対価の総数の相当性に関する事項」の「② 

本株式交換に係る割当の内容の根拠等」の「（ⅱ）算定に関する事項」に

記載のとおり、東京共同会計事務所は当社事業計画及び中本パックス事業

計画を前提として本株式交換比率の算定を実施しておりますが、本特別委

員会は、東京共同会計事務所が実施した本株式交換比率に係る算定方法、

当該算定方法を採用した理由、各算定方法による算定の内容及び重要な前

提条件について説明を受けるとともに、質疑応答及び審議・検討を行った

上で、これらの事項について合理性を認識しております。

また、本特別委員会は、当社の中本パックスとの交渉について、随時、

当社及びＳＭＢＣ日興証券から受けた報告も踏まえて審議・検討を行い、

当社の交渉方針につき、適宜、必要な意見を述べました。具体的には、本

特別委員会は、中本パックスからの本株式交換比率及び本公開買付価格に

関する提案を受領次第、それぞれについて報告を受け、ＳＭＢＣ日興証券

による対応方針及び中本パックスとの交渉方針等についての分析・意見を

踏まえて検討を行いました。その上で、本特別委員会は当社に対し、これ

らのいずれに際しても、中本パックスに対して、当社としての本取引の意

義・目的を達するために中本パックスとの間で協議すべき事項について意

見を述べる等、当社と中本パックスとの間の本株式交換比率及び本公開買

付価格を含む本取引の条件に関する協議・交渉過程において実質的に関与

いたしました。

更に、本特別委員会は、西村あさひ法律事務所から、複数回、当社が公

表又は提出予定の本取引に係るプレスリリースのドラフトの内容について

説明を受け、適切な情報開示がなされる予定であることを確認しておりま

す。

（ⅲ）判断内容

本特別委員会は、以上の経緯の下で、本諮問事項について慎重に検討・

協議を重ねた結果、2023年10月17日付で、当社取締役会に対し、委員全員

の一致で、大要以下の内容の答申書（以下｢本答申書｣といいます。）を提

出しております。

（a）本取引の目的の合理性（本取引が当社の企業価値向上に資するかを

含む。）に関する事項
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①本取引の目的について、（ア）中本パックス株式会社の主力事業で

ある食品関連の取引先への当社製品の拡販（拡販できていない取引先へ

の新規拡販、重複している取引先への営業活動効率化）、（イ）中本パ

ックスの日用品販売事業を利用した製品開発並びにホームセンター、100 

円ショップ及びオンラインショップへの当社製品の拡販、（ウ）生分解

性樹脂等を使用した環境対応製品の開発及びテーマの共有、（エ）営業

事務所等の拠点の統合による人材交流を通じた営業人員の相互レベルア

ップ及び賃貸料の削減、（オ）原材料及び副材料の共同購入による原材

料コストの削減、（カ）生産効率アップ・ロス率削減等、製造改善ノウ

ハウの共有による製造コストの削減等のシナジーの発生が期待でき、本

取引の目的には当社の企業価値向上が含まれると評価できる。

また、②本取引がその目的に資するものであるという説明について、

（i）当社が製造するプラスチックフィルムについては、ポリエチレンや

ナイロン等の樹脂原料を主原料としているが、樹脂原料の価格の高止ま

り、物流費や光熱費等の上昇、地政学リスクの顕在化等などで厳しい状

況が続くことが懸念されており、（ⅱ）持続可能な社会の実現に向けた

環境配慮型経営がより一層求められており、その動向は当社の経営を大

きく左右する要因の一つではある一方、コロナ禍を経て生活様式が変化

する中で、食品冷凍包装の進化など包装技術の高まりに対し付加価値の

高い製品を投入していくこと、従来からの販売方法を見直して無駄のな

い効率的な形態に変革していくこと、材料費や物流費などのコスト削減

策を実施すること等で、収益構造の転換を図ることが喫緊の課題となっ

ている、と当社が認識していることについて特段不合理な点は認められ

ず、このようなプラスチックフィルム業界における事業環境において、

本取引を実行した場合に上記①に記載の各シナジー効果が生じること

（すなわち、本取引による完全子会社化が当社の企業価値向上のための

有効な手段であると判断すること）について合理性を疑わせる事情は特

に認められない。また、仮に本臨時株主総会において本株式交換契約の

承認が得られず、結果として本公開買付けのみが成立することになった

場合には、中本パックスが盛田エンタプライズに代わって当社の主要株

主である筆頭株主となり、当社株式が上場を維持することになります

が、その場合においても、これらのシナジー効果を一定範囲で創出し、
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当社の企業価値向上を実現することは可能であるとの当社及び中本パッ

クスの認識についても、合理性を疑わせる事情は特に認められず、結果

として本取引が当社の企業価値向上という目的に資するという説明に関

して特に不合理と認められる点は見当たらない。

なお、当社は本取引により上場廃止となることが予定されているが、

当社及び中本パックスには上記のとおり、シナジーの創出による企業価

値の向上が合理的に見込まれる一方で、当社においては、①新人一括採

用をしておらず上場企業であることを大きく活かしているとは考えにく

いこと、及び②資金調達ニーズはないことを踏まえると、上場廃止によ

るデメリットはそれほど想定されない一方で、③上場会社ならではの対

応が簡略化できることにより、コストの削減が見込まれるというメリッ

トが考えられるとの当社の説明を踏まえると、上場維持による社会的信

用、知名度の維持・向上は本取引によって直ちに失われるとはいえない

と考えられる上、当社の企業価値向上の実現に当たって直接市場からの

資金調達を行うことができることが絶対的な必要条件であると認めるこ

ともできないと考えられる。以上の点に鑑みれば、中本パックスによる

本取引の提案が、当社の上場維持を前提とするストラクチャー等と比し

ても、当社の企業価値の向上に資するものであり、当社が、一般株主に

適正な比率で株式交換の機会を提供することが、2023年10月17日時点に

おける株主の利益を配慮した上での最善の選択であるとの結論に至った

ことは不合理ではないと考えられる。

以上のような点を踏まえて検討した結果、本取引の目的には、当社の

企業価値向上が含まれており、本取引は是認されるものであると考え

る。

（b）本取引の取引条件の公正性・妥当性に関する事項

本取引に至るまでの経緯について、上記「１.株式交換を行う理由」に

記載のとおり、当社は、盛田エンタプライズが現金対価での株式譲渡を

希望していることに加え、2023年内での譲渡完了についても希望してい

たことを考慮しつつ、当社としても、当社の盛田エンタプライズに対す

る事業運営上の依存度は限定的であり、盛田エンタプライズによる当社

株式の売却に当たって当社事業に大きな影響を及ぼすようなマイナス効
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果は見込まれないことから、盛田エンタプライズが所有する当社株式を

当社の事業成長に寄与するパートナーへ売却することが、当社の企業価

値の向上と株主利益の最大化に繋がると考えた結果として、当社株式売

却に係る取引の検討を開始している。そして、中本パックスを買主候補

先として選定するに当たっても、貴社が、①早々に中本パックスと相対

で交渉をするのではなく、本入札プロセスを実施して複数の候補先を招

聘したこと、②本第一次入札プロセスを通過した中本パックスに対して

当社事業計画の開示を行った上で当社とのシナジー創出の分析及びスキ

ームに関する協議を複数回行ったこと、また、中本パックスから第一次

意向表明書の提出を受けた後も、単にこれを甘受するのではなく、③中

本パックスをパートナーとすることが当社の企業価値の向上に繋がると

判断するための追加の検討材料として補足資料の提出を求め、本第一次

意向表明補足資料の提出を受けたこと、④提案を受けたストラクチャー

及び株式交換比率についても当社、盛田エンタプライズ及び本特別委員

会のそれぞれないしは各アドバイザーを通じて各当事者間での協議を重

ねたこと、⑤中本パックスに対してもデュー・ディリジェンスを実施

し、当該結果について東京共同会計事務所及び西村あさひ法律事務所か

ら当社及び本特別委員会はそれぞれ報告を受け、当該結果も考慮して本

株式交換比率の妥当性を検討したこと等を踏まえると、当社及び本特別

委員会においては、ストラクチャーや買手候補先に縛られず、広く、当

社が厳しい業界動向の中で事業シナジーを最大限発揮しつつ、2023年10

月17日時点における株主の利益を配慮した上での最善の選択が何である

かを慎重に検討・判断したものと評価できる。

また、上記のような検討や評価の前提として、上記「１.株式交換を行

う理由」の記載も踏まえると、各当事者間の本取引の取引条件に関する

協議・交渉過程において、本取引が相互に独立した当事者間で行われる

場合と実質的に同視し得る状況、すなわち、構造的な利益相反の問題や

情報の非対称性の問題に対応し、当社の企業価値を高めつつ一般株主に

できる限り有利な取引条件で本取引が行われることを目指して合理的な

努力が行われる状況が確保され、かつ、実際にもそのような努力が行わ

れたと考えられる。

更に、本株式交換比率に係る交渉経緯についても上記「１. 株式交換
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を行う理由」に記載のとおり、中本パックスから2023年７月11日付で最

初の提案を受けてから本株式交換比率の提案を受けるまでに、２回にわ

たり株式交換比率が引き上げられ、更に、本株式交換比率の提案を受け

てからも、本特別委員会作成書面により、３回にわたり書面による株式

交換比率の更なる引上げの申入れを行った。これらの協議交渉経緯等に

鑑みると、当社及び本特別委員会は、中本パックスとの協議交渉過程に

おいて、実務上合理的に考えられる株式交換比率を引き上げるための方

策を十分に講じたものと評価できる。

本株式交換比率は、中本パックスの普通株式１株に対して当社の普通

株式0.28株であるところ、①当社事業計画の作成経緯及びその重要な前

提条件並びに東京共同会計事務所による当社及び中本パックスの株式価

値の算定方法について特に不合理な点は認められず、②本株式交換比率

は市場株価法の算定結果及びＤＣＦ法の算定結果の範囲をいずれも上回

るものであり、また、本株式交換における当社株式１株当たりの対価

（本株式交換比率に基づくと中本パックスの株式0.28株相当）の価値

は、中本パックスの株式の本答申書提出日の前営業日である2023年10月

16日の終値1,625円に基づき計算すると455円となり、本公開買付価格

（350円）よりも105円高い額となり、また、当社株式の同日の終値397円

に対して14.61％のプレミアムを加えた金額に相当することから、本株式

交換比率は上記の算定結果を考慮した上で合意されたものと認められ、

更に、③本株式交換比率は本特別委員会において確認を行った過去同種

案件プレミアム水準の平均値が、各案件の公表日の前営業日において

7.38％、直近１ヶ月間の終値単純平均値に対して9.82％、３ヶ月間の終

値単純平均値に対して12.27％、６ヶ月間の終値単純平均値に対して

15.36％であり、本株式交換比率は過去同種案件プレミアム水準に照らし

ても遜色のないものであることに加え、④本取引は、現金を対価として

交付することにより一般株主をスクイーズアウトする取引ではなく、株

式交換完全親会社である中本パックスの株式を対価として交付する取引

であることから、当社の一般株主は、本取引によるシナジーを含めて当

社の企業価値向上によるメリットを持株比率に応じて享受できること等

を踏まえると、本株式交換比率には妥当性が認められる。
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本取引の取引方法及び取引対価の種類については、①本取引により当

社の完全親会社となる中本パックスの普通株式を本取引の対価とするこ

とにより、当社の株主は本取引後も引き続き当社の企業価値の向上につ

いて間接的に享受することができること、②本取引の対価である中本パ

ックスの普通株式は、東京証券取引所に上場されているため、中本パッ

クスの普通株式を本取引の取引対価とすることにより、引き続き当社株

主は保有株式の流動性を確保することができ、市場での売却による投資

回収の機会が保障されていること、③本取引の実施に当たっては、当社

の株主総会特別決議による承認を受ける必要があること及び反対株主に

よる株式買取請求の機会が確保されていることから、当社の一般株主に

は本取引についての十分な判断の機会が保障されており、かつ反対株主

にも投資回収の機会が与えられていること、④一般株主は本取引の実施

により、中本パックスの単元未満株主となる可能性があり、そうなった

場合には、その保有することとなる単元未満株式を金融商品取引市場に

おいて売却することはできないが、これらの者は、中本パックスの単元

未満株式買取制度を利用することによって、投資を回収する機会が保障

されていること等を踏まえると、本取引の取引方法及び取引対価の種類

について、特に不合理な点は認められないことから、妥当性を有するも

のと判断する。

（c）本取引に係る手続の公正性に関する事項

本取引においては、上記のとおり、①本特別委員会が、取引条件の形

成過程の初期段階から設置され、アドバイザー等の選任・承認権限や買

付候補者及び盛田エンタプライズとの交渉権限等が付与された上、本特

別委員会の答申内容について最大限尊重する旨決議がされているとこ

ろ、特別委員会はこれらの権限を行使して、中本パックス及び盛田エン

タプライズとの間の取引条件に関する交渉過程に実質的に関与してお

り、かつ、本特別委員会の独立性、専門性・属性などの構成、アドバイ

ザーなどの検討体制、報酬面等についても特段の問題は認められないこ

と、②当社は、当社、中本パックス及び盛田エンタプライズから独立し

たリーガル・アドバイザーとして西村あさひ法律事務所を選任し、各種

のアドバイスを受けていること、③当社は、当社、中本パックス及び盛
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田エンタプライズから独立した第三者算定機関である東京共同会計事務

所に対して、当社の本株式交換比率の算定を依頼し、2023 年10月16日付

で当社株式交換比率算定書を取得していること、④本取引の検討過程に

おいては、本入札プロセスが実施されており、本入札プロセスは、当社

が、独立した専門家であるＳＭＢＣ日興証券をアドバイザーとして選任

した上で、当社事業に強い関心を示している複数の候補者に打診し、一

般株主の利益の最大化及び当社の企業価値向上を目的として実施してお

り、入札過程において、候補者同士を不公平に取り扱ったことは窺われ

ないこと、⑤本取引においては、本株式交換の実施前に本公開買付けが

実施される予定であるため、本臨時株主総会までに相当の期間が設けら

れることにより当社の一般株主に本取引について適切な判断（本臨時株

主総会における議決権行使に係る判断を含む。）を行う機会を確保する

とともに、当社株式について中本パックス以外の者にも対抗的な買付け

等を行う機会を確保し、これをもって本株式交換比率の適正性を担保す

ることが企図されたものであるといえること、⑥（ⅰ）本株式交換比率

算定書の内容について、各算定手法（市場株価法及びＤＣＦ法）及びそ

れに基づく株式交換比率の計算過程に関する情報、（ⅱ）東京共同会計

事務所が本当事者から独立性を有し、重要な利害関係を有しないこと

等、本特別委員会に関するその他の情報が適切に開示されるものと認め

られること、⑦上記（b）に記載のとおりの本取引の各取引条件を踏まえ

ると一般株主に対する強圧性を生じさせないような配慮がなされている

こと等からすると、本取引に係る手続の公正性は確保されていると考え

られる。

（d）上記(a)乃至(c)を踏まえ、本取引が少数株主に不利益でないこと

上記（a）乃至（c）のとおり、本取引は様々なスキームを検討した上

で、本取引により、主として盛田エンタプライズを対象とするディスカ

ウント価格による本公開買付けを行った後、本株式交換により、当社の

一般株主に適正な交換比率で当社普通株式を中本パックスの株式と交換

する機会を提供することが、2023年10月17日時点における株主の利益を

配慮した上での最善の選択であるとの結論に至ったものであり、本取引

の目的は正当性・合理性を有すると考えられ、また、本取引の取引条件
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は公正・妥当であり、また本取引に係る手続は公正であると考えられ

る。

そして上記のように判断される本取引の一環として、主として盛田エ

ンタプライズを対象とするディスカウント価格による本公開買付けが行

われることも正当性・合理性を有すると考えられ、本公開買付けに対し

て当社取締役会が賛同意見を表明することは、当社の一般株主の利益に

資するものと判断する。

したがって、当社取締役会が本取引に関する決定を行うこと（本公開

買付けに対して当社取締役会が賛同意見を表明することを含む。）は当

社の一般株主にとって不利益なものではないと考えられる。

なお、本公開買付けに係る買付け等の価格は、あくまでディスカウン

ト価格であり、その後に予定されている本株式交換における本株式交換

比率にはプレミアムが付されていること等を勘案し、当社取締役会が、

当社の株主に対して、本公開買付けへ応募するか否かについては、中立

の立場を取り、当社の株主の判断に委ねる旨の意見を表明することも、

同様に当社の一般株主の利益に資するものと考えられる。

② 中本パックスにおける独立した法律事務所からの助言

中本パックスは、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれか

らも独立したリーガル・アドバイザーとして、大江・田中・大宅法律事務所

を選任し、本取引の諸手続及び意思決定の方法・過程等について、法的な観

点から助言を得ているとのことです。なお、大江・田中・大宅法律事務所

は、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれの関連当事者にも

該当せず、本取引に関して重要な利害関係を有していないとのことです。

③ 当社における独立した法律事務所からの助言

当社は、当社取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、

中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれからも独立したリーガ

ル・アドバイザーとして、西村あさひ法律事務所を選任し、本取引に関する

当社取締役会の意思決定の過程、方法その他の本公開買付けに関する意思決

定にあたっての留意点に関する法的助言を受けております。なお、西村あさ

ひ法律事務所は、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれの関
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連当事者にも該当せず、本取引に関して重要な利害関係を有しておりませ

ん。

④ 中本パックスにおける独立した第三者算定機関からの算定書の取得

中本パックスは、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれか

らも独立した第三者算定機関である野村證券を2023年８月上旬に選定し、

2023年10月12日付で、株式交換比率に関する中本パックス株式交換比率算定

書を取得したとのことです。中本パックス株式交換比率算定書の概要は、上

記「（１）交換対価の総数の相当性に関する事項」の「② 本株式交換に係

る割当の内容の根拠等」の「（ⅱ）算定に関する事項」をご参照ください。

⑤ 当社における独立した第三者算定機関からの算定書の取得

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって公正性

を期すため、中本パックス、盛田エンタプライズ及び当社のいずれからも

独立した第三者算定機関として東京共同会計事務所に対して、株式交換比

率の算定を依頼し、2023年10月16日付で東京共同会計事務所から当社株式

交換比率算定書を取得しております。当社株式交換比率算定書の概要につ

いては、上記「（１）交換対価の総数の相当性に関する事項」の「② 本株

式交換に係る割当の内容の根拠等」の「（ⅱ）算定に関する事項」をご参

照ください。

なお、当社は、本取引が構造的な利益相反関係が生じる取引ではないこ

とも踏まえ、当社及び本特別委員会としては、当社株式交換比率算定書を

主とした上記及び下記①から⑧の公正性担保措置を講じることで株式交換

比率の妥当性が十分担保できると考えたため、東京共同会計事務所から本

株式交換比率が財務的見地から妥当又は公正である旨の意見書（フェアネ

ス・オピニオン）を取得しておりません。

⑥ 当社における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含む）の承

認

当社取締役会は、西村あさひ法律事務所から受けた法的助言、東京共同

会計事務所から取得した当社株式交換比率算定書の内容を踏まえつつ、本

特別委員会から提出を受けた本答申書の内容を最大限尊重しながら、本取
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引に関する諸条件について企業価値の向上及び株主利益の最大化の観点か

ら慎重に検討を行いました。

その結果、上記「１．株式交換を行う理由」及び「（１）交換対価の総

数の相当性に関する事項」の「② 本株式交換に係る割当の内容の根拠等」

の「（ⅰ）割当ての内容の根拠及び理由」を踏まえて、当社株式１株に対

して、中本パックス株式0.28株を割当交付することは、当社の一般株主の

皆様が享受すべき利益が確保された妥当な株式交換比率であり、本取引

は、当社の一般株主の皆様に対して適切な株式交換比率であると判断し、

2023年10月17日開催の取締役会において、丸山等氏及び佐原司郎氏を除く

審議及び決議に参加した当社の取締役７名の全員一致で、本公開買付けに

賛同の意見を表明しております。また、本公開買付けは、主として盛田エ

ンタプライズを対象として、本公開買付けの公表日の前営業日の東京証券

取引所スタンダード市場における当社株式の終値に対してディスカウント

を行った価格を当社株式１株当たりの買付け等の価格に設定して行われる

ことから、当社として、当社の一般株主の皆様が本公開買付けに応募する

ことは想定しておりません。そのため、当社において、本公開買付価格が

妥当なものであるかどうか判断していないものの、当社としては、当社の

一般株主の皆様が任意に本公開買付けに応募する判断をされることを否定

するものではないことから、当社の株主の皆様に対しては、本公開買付け

へ応募するか否かについては、中立の立場を取り、当社の株主の皆様のご

判断に委ねる旨及び本株式交換を承認する旨の決議をいたしました。

なお、丸山等氏及び佐原司郎氏は、現に盛田エンタプライズの取締役を

兼務していることから、利益相反のおそれを回避する観点より、上記取締

役会の審議及び決議には参加しておらず、当社の立場において本取引に関

する検討並びに中本パックスとの協議及び交渉に参加しておりません。

⑦ 入札手続の実施

上記「１．株式交換を行う理由」に記載のとおり、当社は、2023年５月

中旬より、中本パックスを含む候補先である国内事業会社３社に対する二

段階の入札プロセスを実施しており、中本パックスより、2023年７月中旬

に本第一次意向表明書及び本第一次意向表明補足資料を受領しました。当

社は、2023年７月中旬、中本パックスから受領した本第一次意向表明書及
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び本第一次意向表明補足資料の内容について慎重に検討を行い、本特別委

員会と協議の上、中本パックスが想定している中本パックスの主力事業で

ある食品関連の取引先への当社の製品の拡販、中本パックスの日用品事業

を利用した製品開発、原材料及び副材料の共同購入による原材料コストの

削減が見込める等のシナジーは、当社にとっても、従来からの販売方法を

見直して無駄のない効率的な形態に変革していくことや食品冷凍包装の進

化など包装技術の高まりに対し付加価値の高い製品を投入していくこと、

材料費や物流費などのコスト削減策を実施することによる収益構造の転換

等によって企業価値向上に資すると判断し、中本パックスをパートナーと

して交渉するのが適切であると考えました。

⑧ 他の買収者による提案機会の確保

　当社は、中本パックスとの間で、当社が中本パックス以外の者（以下

「対抗的買収提案者」といいます。）と接触することを禁止するような取

引保護条項を含む合意等、対抗的買収提案者が当社との間で接触すること

を制限するような内容の合意を一切行っておらず、対抗的な買付け等を行

う機会を確保することにより、本取引の公正性を担保することを企図して

おります。

（４）株式交換完全親会社となる中本パックスの資本金及び準備金の額の相当性

に関する事項

　本株式交換により増加する中本パックスの資本金及び準備金の額は、会社

法計算規則第39条に従い中本パックスが別途定める額になります。かかる取

り扱いは、中本パックスの財務状況、資本政策その他の事情を総合的に考

慮・検討して法令の範囲内で決定されるものであり、相当であると判断して

おります。

４．交換対価について参考となるべき事項

（１）中本パックスの定款の定め

　中本パックスの定款は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交

付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書

面）への記載は省略しておりますが、当社ウェブサイト（https://www.c-
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mics.com/ir/soukai.html）に掲載しております。

（２）交換対価の換価の方法に関する事項

① 交換対価を取引する市場

中本パックス株式は、東京証券取引所スタンダード市場において取引され

ております。

② 交換対価の取引の媒介、取次ぎ又は代理を行う者

中本パックス株式は、全国の各証券会社にて取引の媒介、取次ぎ等が行わ

れております。

③ 交換対価の譲渡その他の処分に対する制限の内容

該当事項はありません。

（３）交換対価の市場価格に関する事項

　本株式交換の公表日（2023年10月17日）の前営業日（2023年10月16日）ま

での１ヶ月間、３ヶ月間、６ヶ月間の東京証券取引所における中本パックス

株式の終値の単純平均は、それぞれ1,639円、1,637円、1,626円です。

　また、中本パックス株式の最新の市場価格等は、株式会社日本取引所グル

ープ（https://www.jpx.co.jp/）のウェブサイト等でご確認いただけます。

（４）中本パックスの過去５年間にその末日が到来した各事業年度に係る貸借対

照表の内容

中本パックスは有価証券報告書を提出しておりますので、記載を省略いた

します。

５．新株予約権の定めの相当性に関する事項

該当事項はありません。

６．中本パックスの最終事業年度に係る計算書類等の内容

　中本パックスの最終事業年度（2023年２月期）に係る計算書類等の内容は法

令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対

して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載は省略しております
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が、当社ウェブサイト（https://www.c-mics.com/ir/soukai.html）に掲載して

おります。

７．最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他

の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

（１）当社

① 本株式交換契約の締結

　当社は、中本パックスとの間で、2023年10月17日、本株式交換契約を締結

しております。本株式交換契約の内容は、上記「２.株式交換契約の内容」

に記載のとおりです。

② 当社株式に対する公開買付けに関する意見表明

　当社は、2023年10月17日の取締役会において、本公開買付けに賛同する意

見を表明するも、本公開買付けへ応募するか否かについては、中立の立場を

取り、当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議しております。

③ 自己株式の消却

　当社は、効力発生日の前日までに開催する取締役会決議により、当社が基

準において保有する自己株式の全部（本株式交換に際して会社法第785条第

１項の規定に基づいて行使される株式買取請求に係る株式の買取によって当

社が取得する自己株式を含みます。）を、基準時をもって消却する予定で

す。

④ 剰余金の配当

　当社は、2023年６月14日開催の取締役会において、2023年７月10日を効力

発生日として、当社普通株式１株につき６円、配当総額31,615千円の剰余金

の配当を行いました。

⑤ 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

　当社は、2023年８月24日開催の取締役会において、下記のとおり、譲渡制

限付株式報酬としての自己株処分に係る事項について決議し、2023年９月15

日に以下のとおり自己株式を処分しました。
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（１） 処 分 期 日 2023年9月15日

（２） 処分する株式の種類及び数 当社普通株式　 8,271 株

（３） 処 分 価 額 １株につき    　 411 円

（４） 処 分 総 額 3,399,381円

（５） 処 分 予 定 先

当社の監査等委員でない取締役

3名  6,325株、

当社の監査等委員である取締役

1名　1,946株

（２）中本パックス

① 本株式交換契約の締結

中本パックスは、当社との間で、2023年10月17日、本株式交換契約を締結

しております。本株式交換契約の内容は、上記「２.株式交換契約の内容」

を締結しております。

② 当社株式に対する公開買付けの実施

中本パックスは、2023年10月18日から2023年11月15日まで、当社株式に対

する公開買付けを実施し、当社株式2,608,000株（議決権所有割合49.45％）

を取得いたしました。

③ 剰余金の配当

中本パックスは、2023年５月30日開催の定時株主総会において、2023年５

月31日を効力発生日として、中本パックス普通株式１株につき31円、配当総

額253百万円の剰余金の配当を行いました。

④ 中本パックス連結子会社における事業譲受

中本パックスの連結子会社である中本Ｆｉｎｅ　Ｐａｃｋ株式会社は、

2023年４月３日を事業譲受日として、ニッセー株式会社の事業の一部である

食品容器成型事業の譲受を行いました。

⑤ 合弁会社の設立

中本パックスは、2023年４月３日に、株式会社リコーと、機能性包材の企

画・開発・販売を行う合弁会社「ＲＮスマートパッケージング株式会社」を

設立いたしました。
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株主総会会場のご案内図

　　　　　　 会　　場　名古屋市千種区覚王山通八丁目18番地

　 　　　　　　　　　　ホテル　ルブラ王山　２階「金鯱」

　 　　　　　　　　　　電話（052）762-3151（代表）

交通機関　地下鉄東山線・池下駅下車　徒歩３分
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